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未治療患者に対する抗ＨＩＶ療法の開始基準

木村 哲：抗HIV療法をいつ開始するか：ConfrontingHIV2012,No.41,11,2012



エイズ予防指針
（後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律に基づき、我が国におけるＨＩＶ感染の拡
大の抑制、良質かつ適切な医療の提供等といった
総合的な推進を図るため、国、地方公共団体、医療
関係者及びＮＧＯ等の施策や取組みの方向性を示
すもの。

５年毎に見直し規定

２３年度、８回の検討が行わ
れ、新たな予防指針が平成
２４年１月１９日告示された



エイズ予防指針の改正について（概要）



エイズ予防指針の改正について（概要）



エイズ予防指針の改正について（概要）

歯科については、各種拠点病院と診療
に協力する地域の歯科診療所との連携
体制の構築が不十分ではないかとの懸

念



地域の歯科医療体制
構築が明記された



エイズ予防指針（抜粋）
２ 良質かつ適切な医療の提供及び医療連携体制の強化

都道府県等は、中核拠点病院の設置する連絡協議会等と
連携し、医師会、歯科医師会等の関係団体や患者団体の協
力の下、中核拠点病院、エイズ治療拠点病院及び地域診療
所等間の診療連携の充実を図ることが重要である。

特に、患者等に対する歯科診療の確保について、地域の実
情に応じて、地方ブロック拠点病院及び中核拠点病院相互
の連携によるコーディネーションの下、各種拠点病院と診療
に協力する歯科診療所との連携体制の構築を図ることにより、
患者等へ滞りなく歯科診療を提供することが重要である。

地方ブロック・中核拠点病院と地域の歯科診療所との
連携体制をどのように構築するかについて

行政、歯科医師会、拠点病院による検討が求められている





増え続ける日本のHIV感染者数
（厚生労働省エイズ動向委員会報告）



2011年に報告されたＨＩＶ感染者の感染経路別内訳
（厚生労働省エイズ動向委員会報告）



⇒
ターミナルケア 就労支援

高齢者対策 介護

過去 現在

死にいたる病 慢性疾患
特別な病院で治療 身近な施設で治療

これから求められる医療・介護体制
高齢化社会はHIV感染者も同じ



新たに直面している現実

 HIV感染者に高頻度に発生する悪性腫瘍

歯科医療従事者としての視点

HIV感染者では口腔悪性腫瘍に注意！！

 HIVが直接関与すると推測される疾患

歯科医療従事者としての視点

HIV感染者では口腔粘膜の病変に注意！！

血管病変の兆候が口腔粘膜の変化で観察できる可能性



日本HIV感染症の実情：自分が感染している
ことを知っている人はどれくらいの割合だろう？

歯科医療従事者としての視点

HIV感染者の多くは、自分が感染していることを気づかず
に歯科治療を受けている可能性



抗ウイルス薬投与の目的
未治療患者に対する抗ＨＩＶ療法の開始基準

木村 哲：抗HIV療法をいつ開始するか：ConfrontingHIV2012,No.41,11,2012



症例１ 口腔に発症した悪性リンパ腫



症例２ 口腔に発症した扁平上皮癌

歯科医療従事者としての視点
HIV感染者では口腔粘膜の病変に注意！！触診で細胞数の多い組織塊を触れた

時は、拠点病院の口腔外科での組織検査を勧めることが望ましい。



歯科医療従事者がHIV感染症と出会う可能性
①自分が感染していることを知らない人との出会い

歯科医療従事者としての視点

口腔粘膜は全身の免疫状態を
映す鏡と米国の歯学部では

教育されています。

歯科医療従事者は、口腔を診
て、患者の全身の健康状態
に想いを馳せる存在になりた

いものです。

歯科治療患者向け啓発ポスター



歯科医療従事者がHIV感染症と出会う可能性

② 感染が判明し、抗ウイルス薬治療を受けている人との出会い

歯科医療従事者としての視点

一般開業歯科では血中ウイルス量が検知感度

（現在では４０コピー/ mm３）以下にコントロールされている患者さ
んを受け入れましょう。

ウイルス量が検知感度以上の症例は拠点病院の歯科にお願い
して、分担しましょう。

③ 長く抗ウイルス薬治療を受けて、口腔内に腫瘍を発現した人



HIV感染症のNatural History と 現在の治療の基本姿勢
① HIV感染症の臨床経過

Nicolai Lohse, MD, PhD; Ann‐Brit Eg Hansen, MD; Gitte Pedersen, MD, PhD; Gitte Kronborg, MD, DMSc; J
an Gerstoft, MD, DMSc; Henrik Toft Sørensen, MD, PhD, DMSc; Michael Væth, PhD; and Niels Obel, MD, DrSci, DMSc :
Survival of Persons with and without HIVInfections in Denmaek,1995‐2005  Ann Intern Med. 16 January 2007;146(2):87‐95



② AIDS指標疾患とは

池田正一，HIV感染者の歯科治療マニュアル，２００５



HIV感染と歯科 検査値と歯科

患者の検査値で注目すべきは

○好中球数 １つの目安は３０００個/mm３以上

この値を切ると、骨髄機能抑制が考えられる

処置の限界値は５００個/ mm３以上

５００個/ mm３を切ると抗生物質の投与が必要

○血小板数 ３０，０００個/ mm３以上ならば、歯科処置内容を選ん

で実施可能

外科処置では５０，０００個/ mm３以上が望ましく、十分

な監視が求められる

○血中ウイルス量

一般開業歯科医では、検知感度以下の方が適応

参考：血中ウイルス量１５００コピー/ mm３以上では暴露時の対応

のレベルが高くなる。



世界の歯周病専門家が見つめるHIV感染症

 ヨーロッパの歯周病の研究者は、「歯周病の発病メカニ
ズム」を過剰な免疫反応と考え、免疫不全の状態に陥る
様々な環境における歯周病の病態、とりわけ「歯槽骨吸
収」に関心を示している。

 米国では、HIV感染症とう蝕についても興味が持たれて
います。唾液分泌量の低下あるいは唾液中のIgA量の

低下が関連していると説明されている。

歯科医療従事者としての視点；是非、患者さんの口腔を注意深く観察して、
歯周病と免疫の関連性に新鮮で有意義な情報を提供して下さい。



針刺し・切創時の対応

HIV感染の有無が不明な症例、あるいは感染が明らかな

症例の血液との暴露に供えて事前の準備が必要です。

①針刺し切創時の院内対策マニュアルの作成

②診療所に近いエイズ拠点病院の確認とその病院との事
前連携

院外施設における針刺し切創事故で対応が可能か事
前に確認すること

対応が可能な時間帯の確認



針刺し・切創時の対応

HIV感染が疑われる血液に暴露した場合、

少なくとも２時間以内に最初の予防服薬が可能な対応と体
制を確保すること。

暴露に関する正確な分析をする時間が無い場合、

まずは初回の予防服薬を実施（1回目の薬を飲んで）、次
の服薬までの時間（薬剤によって、12時間もしくは24時間

）の余裕を得て、継続して服薬すべき暴露か否かを正確
に判断することが必要です。



針刺し・切創時の対応

③HIV感染血液の暴露では血中ウイルス量が１５００コピー
/mm３を指標として事故の評価が変わります。

したがって、一般開業歯科医でHIV感染患者の歯科診療は

、血中ウイルス量が検知感度以下にコントロールされている
患者に絞り込むことが重要と思われるが、これは紹介施設と
紹介を受ける施設間の対話が必要です。

④基本的な準備 B型肝炎ワクチンはすべての職員に必ず実

施すること。



針刺し・切創時の対応

⑤中核拠点病院、拠点病院は歯科医療従事者の「針刺し切創
」に対して、受け入れる環境について情報を公開して頂きた
いと思います。

日本歯科医師会のHP 会員のページで、全国の拠点病院の

受け入れリストを提供しています。

歯科医療従事者としての視点
ネットワークを生かして、一般開業医と病院歯科の役割分担を明確にし、

患者と医療従者の両方に安全で安心な医療体制の確保



 「今後、医療従事者等に発生した針刺し事故後、HIV感染
の有無が確認されるまでの間に行われた抗HIV薬の投与

については、労災保険の療養の範囲に含めること」とされた
。

 「受傷等の後ＨＩＶ感染の有無が確認されるまでの間に行わ
れた抗ＨＩＶ薬の投与は、受傷等に起因して体内に侵入した
ＨＩＶの増殖を抑制し、感染を防ぐ効果があることから、感染
の危険に対し有効であると認められる場合には、療養の範
囲として取り扱う。」

厚生労働省労働基準局長通知
（基発０９０９第1号平成22年9月9日付）

労災保険におけるＨＩＶ感染症の取扱いについて（抜粋）



ＺＯＮＥを支える行動

一方通行

タッチ
サーフェ

イス

ハウスキーピン
グ

Standard Precautionsの実際

２００３年改訂 米国CDC 歯科診療ガイドラインに準拠し

たバリアーテクニック（ラッピング）の紹介





薬液 ラッピ ング

効果範囲 適応菌種 限定 制限なし

プリオン 効果なし 対応可能

使用前の調合 至適濃度 厳守 なし

作用時間 限定 なし

準備 不要 必要

後始末 必要 必要

有毒性 あり なし

器具の腐食 あり なし

拭き忘れ あり ー

破損 なし あり

領域の確認 なし あり

費用 55円／１回

薬液使用とラッピングの比較（私案）



神戸常盤大短大部 溝部潤子神戸常盤
短期大学 溝部潤子

←強い 病原因子の抵抗性 弱い→ 指標病原 属性

プリオン 感染性タンパク因子

枯草菌 グラム陽性桿菌

B型肝炎ウイルス DNAウイルス

NaOH 結核菌 グラム陽性桿菌

NAOCｌ C型肝炎ウイルス RNAウイルス

+ HIV RNAウイルス

滅菌 カビ・カンジダ真菌

口腔常在菌一般細菌

or

バリア 中等度消毒

高度消毒

滅菌（オートクレ
ーブ）





















神戸常盤大短大部 溝部潤子神戸常盤短期大学
溝部潤子

巻き込み部の処理











歯科技工士・歯科衛生士との連帯

歯科技工士、歯科衛生士は歯科医療を支える大切な仲間
感染対策について、十分な話し合いと知識の共有をはかりましょう。

感染対策に必要なことは

１：正確な知識

２：過剰な対応を排除し、必要な対策を、必要な時に実施すること

３：偶発事故への準備と落ち着いた対応

技工物の扱い 特に印象物
口腔内から取り出した印象物は、患者さんの領域で消毒処理をするのがマ

ナーです。

患者のZONEから持ち出すものの安全・安心は歯科医師が責任を持って行

いましょう。



①国内でHIV感染数が増加している（新規患者数の増加+予後

の改善）

②HIV感染症を治療するブロック拠点病院への患者の集中と、

同院歯科での治療可能数の限界

③歯科における、Standards Precautionsには多くの困難な問

題を抱え、実行率には施設間の差が大きい。
加えて、Standards Precautionsでは針刺し事故は防げない。

したがって、現実の対応として、Standards Precautionsが可能な施設を選

択して（施設が手を挙げて）、治療を担当する必要がある（医療従事者、
患者双方にとって利益）。

歯科診療ネットワークの必要性
HIVの歯科診療体制整備 ‐ネットワーク構築を必要とする理由‐

（前田憲昭ら、ＨＩＶ感染症歯科医療ネットワーク取組事例集、2010）



医療を受ける側の利点

1：HIV感染症にとって、口腔衛生管理は予後のQOLを支える。

2：口腔衛生管理は、定期的に、長期に実施する必要がある。

3：患者は日常の生活圏にある診療所での治療を希望している。

4：HIV感染症治療に関する科学的エビデンスが、日進月歩で

蓄積され、遅滞なく情報を収集するとともに、日常の診療に反
映する努力が求められる。

5：ネットワークを利用すると、患者のプライバシーを確保しなが

ら診療に必要な情報の交換が可能となる。

6：職業上の暴露等の事故に遭遇した場合、迅速で適切な対応
が求められる。



慢性疾患化に伴う患者ニーズの変化

一次歯科診療については、職場や自
宅に近い地域の歯科診療所で受診し
たいと希望する患者が増加

・通常の社会生活を送る感染者、
患者が大半に

・職場等でHIV感染者であること

を明らかにすることは困難→拠
点病院への受診は困難

・遠距離の拠点病院への通院負
担

・歯科、産婦人科、耳鼻科等、特
に通院頻度が高い歯科への要
望が強い



 恒久対策について

1 厚生大臣は、引き続き原告らHIV感染者の意見を聴取しつつ、HIV感

染症の医療体制の整備等につき適切な措置をとることに努める。

2 HIV感染症の研究治療センターの設置、拠点病院の設備充実、差額
ペッドの解消、二次・三次感染者の医療費、HIV感染者の身体障害者認
定等の、HIV感染症の医療体制及びこれに関連する問題については、厚
生省において、原告らHIV感染者と協議する場を設ける。

薬害エイズ裁判和解確認書（1996年3月）



エイズ治療・研究開発センター（ACC）

ACCを国立国際医療ｾﾝﾀｰに設置（1997年）

エイズ治療拠点病院整備
地域格差の無いHIV診療のｼｽﾃﾑ作り

ACC－ブロック拠点病院－拠点病院

医療体制整備に関する訴訟原告団との定期協議

中央運営協議会、各ブロック三者協議

構成 東京・大阪訴訟原告団、厚生労働省、文部科学省、

都道府県庁、ブロック拠点病院

HIV医療に関する和解内容



石川県立中央病院

ブロック拠点の設立



ブロック拠点病院・エイズ治療拠点病院の現状

歯科がある拠点病院は約４割
指定に歯科の有無は考慮されず



１ 身近な歯科診療所での診療体制が求められている

 治療技術の進歩により慢性疾患化

通常の社会生活を送る感染者、患者が大半に

 遠距離の拠点病院への通院負担

 平日日中に限定される拠点病院
職場等でHIV感染者であることを明らかにすることは困難である

場合もある

 一次歯科診療については、職場や自宅に近い地域の歯科
診療所で受診したいと希望する患者が増加

歯科診療体制の現状と問題



２ 感染の事実を告知せずに受診している現状がある

歯科診療体制の現状と問題

・約３割が感染の事実を告知せず
・特に歯科診療所を受診したと回答した全員が感染を
告知せず
・プライバシーが守られるか不安
・診療拒否を恐れて、感染の事実を伝えられない
・好むと好まざるに関わらず、全ての歯科医療機関に
とっての問題



歯科受診で感染を告げる必要性について
（前田憲昭ら、HIV感染患者の歯科診療実態調査、 2010）



３ 現実として全ての歯科診療所が受け入れられない現状
がある

 患者の紹介を受けるのは約５％

 協力歯科診療所の登録できるのは約１％

風評被害の懸念、有病者の処置は病院歯科の役割

感染予防対策の不備、スタッフの理解を得るのが難しい

 依然、報告される診療拒否

 歯科だけの問題ではないが・・・

歯科診療体制の現状と問題



紹介なしで通いやすい歯科医療機関を受診した人202名

HIV感染者の歯科診療実態アンケート調査結果(平成20年度)
東京都立駒込病院 今村顕史先生調査

HIV感染について、その歯科に知らせたか？

41名
（20.3％）

161名
（79.7％）

伝えられた伝えられなかった

診療拒否 3名



感染が明らかになるまでの歯科受診の有無について
（前田憲昭ら、HIV感染患者の歯科診療実態調査、 2010）

 図 感染の機会があったと思われる時から 

               感染が明らかになるまでの期間の歯科受診(全回答 929 名) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受診した 403 名、43.4％ 

いいえ：364 名、39.2％

わからない：113 名、12.2％ 

無回答：49 名、5.3％



患者、医療従事者の双方にとって望ましくない関係

患者さんの希望
・仕事や学校に支障ない通院
・緊急時の対応
・定期的な歯科健診

どこに受診していいかわからない
診療を拒否されるのではないか

患者の不安
・医療者への感染
・治療薬との飲み合わせ
・外科処置の予後

感染を告げずに受診

歯科診療所側にも大きなデメリット
・針刺し事故時の対応

感染予防薬の服薬の機会を逃す
・出血傾向等の全身状態を把握し
ない中での診療リスク



歯科診療ネットワーク先進事例の紹介



 全国初の歯科診療ネットワーク
 エイズパニック直後の平成１３年度に立ち上げ

 東京都と東京都歯科医師会が主導した事例

 当初、東京都の直営事業として実施、現在は東京都歯科医師会への
委託事業

 登録歯科診療所の情報は非公開

 主な事業内容
（１）患者紹介事業の実施

患者・感染者から身近な歯科医療機関での治療の希望に応じ、東京
都歯科医師会が調整の上、協力歯科医療機関を紹介する。

（２）東京都エイズ協力歯科医療機関運営協議会の設置・運営

協力病院等と協力歯科医療機関との間の患者紹介事業における連

携体制の構築

（３）歯科臨床研修・歯科講習会と協力歯科診療所の拡大

東京都エイズ協力歯科医療機関紹介事業の概要



東京都HIV歯科診療ネットワーク

調 整 機 関
エイズ協力歯科医療

機関運営協議会

エイズ協力歯科
医療機関

照
会

エイズ診療協力病院（50施設）

拠点病院等 42施設 連携病院 8施設

紹
介

受
診

報
告

申
し
込
み

支
援
・
相
談

東京都
講習会等支援

東京都歯科医師会







 主な事業内容

①患者紹介事業の実施

②神奈川県HIV歯科診療体制運営検討委員会の設置運営

③歯科診療技術の向上（医療従事者研修）

④協力歯科診療機関の拡大

ネットワークの中心は、東京都と同様に県歯科医師会

歯科診療を希望する際には、歯科医師会の窓口に連絡を行い、登録歯
科医療機関の紹介が受けられる仕組み

地区歯科医師会単位での講習会を年２～３回開催

地域に根ざした効果的な普及･啓発とネットワークの拡大

HIV歯科診療の協力医療機関数は、平成１７年度３１機関から、平成２

３年度７２機関へと増加

神奈川県HIV歯科診療ネットワークの概要



○神奈川県歯科医師会
・感染者・患者の歯科診療受診の手続きに関する問い合わせ窓口となる。

・登録病院、登録診療所間の紹介、調整

・HIV歯科診療ネットワークの運営主体（登録診療所のデータメンテナンス、研修・
実習の企画、普及啓発等）

○登録病院（エイズ治療の拠点病院（歯科・口腔外科）、歯科大学病院、一
般病院（歯科・口腔外科）等）

・登録診療所での診療が難しいと思われる患者を診療。

○登録診療所 （一般の歯科診療所・クリニック等）
・神奈川県歯科医師会の紹介により、感染者・患者の歯科診療を行う。

○相談窓口 （エイズ治療の拠点病院、一般病院、各保健福祉事務所、保
健所設置市等）

・感染者・患者の歯科診療受診の手続きに関する相談があった場合、県歯科医師
会に取り次ぐ。

・HIV歯科診療ネットワーク事業の普及啓発。

神奈川県HIV歯科診療紹介制度を構成する関係機関の役割分担





神奈川県HIV歯科診療ネットワークの紹介の流れ



実施主体 北海道保健福祉部

委託先 北海道大学病院

（北海道大学歯学部口腔内科診断学教室）

協力機関 （社）北海道歯科医師会

北海道病院歯科医会

協力歯科医療機関登録数 ２２カ所

（病院３カ所、歯科診療所１９カ所）

 相談窓口は、リストを拠点病院、保健所、歯科医師会に配布
し、随時対応する形式

北海道ＨＩＶ歯科診療ネットワーク構築事業



事業内容

（1）北海道HIV/AIDS歯科医療連絡協議会の設置・運営
構成 ブロック拠点病院、中核拠点病院、（社）北海道歯科医師会、北海道

病院歯科医会、北海道保健福祉部等により構成

（オブザーバー 患者団体：難病連、（社福）はばたき福祉事業団）

（２）歯科医療従事者を対象研修の実施
・協力歯科医療機関に従事する歯科医療従事者（実習等の高度内容）

・一般の歯科医療関係者（協力歯科医療機関拡大のための講演会等）

・歯学部、衛生士学校、技工士学校の学生

（３）「北海道HIV協力歯科医療機関」の募集及び登録
患者受入に協力する病院歯科および歯科診療所を「北海道HIV協力歯

科医療機関」（仮称）として募集・登録。（手上げ方式）

当分の間は協力歯科医療」機関名を非公開。

北海道ＨＩＶ歯科診療ネットワーク構築事業の内容







 HIV感染者の多くは、自分が感染していることを気づかずに

歯科治療を受けている可能性

 HIV感染者では口腔悪性腫瘍、口腔粘膜の病変に注意

触診で細胞数の多い組織塊を触れた時は、拠点病院の口
腔外科での組織検査を勧めるべき

血管病変の兆候が口腔粘膜の変化で観察できる可能性

 一般歯科診療所では血中ウイルス量が検知感度（現在では
４０コピー/ mm３）以下にコントロールされていれば対応可能

ウイルス量が検知感度以上の症例は拠点病院へ

 ネットワーク構築により、一般開業医と病院歯科の役割分担
を明確にし、患者と歯科医療従事者の双方に安全で安心な
歯科医療体制を確保

ま と め


